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【手続補正書】
【提出日】平成22年6月17日(2010.6.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象に第１のレーザ光を放射する第１の半導体レーザと、
　前記測定対象に前記第１のレーザ光と平行に第２のレーザ光を放射する第２の半導体レ
ーザと、
　少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在するように前記第
１の半導体レーザを動作させる第１のレーザドライバと、
　前記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように前記第２の半導体レーザを
動作させる第２のレーザドライバと、
　前記第１のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象からの戻り光とを電気信号に変換す
る第１の受光器と、
　前記第２のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象からの戻り光とを電気信号に変換す
る第２の受光器と、
　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる、前記第１、第２のレーザ光とその戻り
光とによって生じる干渉波形の数を、前記第１、第２の受光器の出力信号の各々について
数える計数手段と、
　前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手段の計数
結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演
算手段とを有し、
　前記計数手段は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の
半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に
含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期
間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザ
に対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手段からなり、
　前記演算手段は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記
計数手段の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候
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補値とを算出する距離・速度算出手段と、この距離・速度算出手段で算出された速度の候
補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手段と、この状態判定手段の判定
結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定す
る距離・速度確定手段とからなることを特徴とする距離・速度計。
【請求項２】
　測定対象に第１のレーザ光を放射する第１の半導体レーザと、
　前記測定対象に前記第１のレーザ光と平行に第２のレーザ光を放射する第２の半導体レ
ーザと、
　少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在するように前記第
１の半導体レーザを動作させる第１のレーザドライバと、
　前記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように前記第２の半導体レーザを
動作させる第２のレーザドライバと、
　前記第１の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第１の受光器と、
　前記第２の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第２の受光器と、
　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる、前記第１、第２のレーザ光とその戻り
光との自己結合効果によって生じる干渉波形の数を、前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について数える計数手段と、
　前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手段の計数
結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演
算手段とを有し、
　前記計数手段は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の
半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に
含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期
間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザ
に対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手段からなり、
　前記演算手段は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記
計数手段の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候
補値とを算出する距離・速度算出手段と、この距離・速度算出手段で算出された速度の候
補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手段と、この状態判定手段の判定
結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定す
る距離・速度確定手段とからなることを特徴とする距離・速度計。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の距離・速度計において、
　前記距離・速度算出手段は、前記測定対象が微小変位状態にあると仮定した場合につい
て第１の計数期間の計数結果と１回後の第２の計数期間の計数結果とから速度の第１の候
補値と距離の第１の候補値とを算出すると共に、これらの第１の候補値を算出した第１の
計数期間と同時刻の第２の計数結果の計数結果と前記第１の候補値を算出した第２の計数
期間と同時刻の第１の計数期間の計数結果とから速度の第２の候補値と距離の第２の候補
値とを算出し、前記測定対象が前記微小変位状態よりも動きが急な変位状態にあると仮定
した場合について第１の計数期間の計数結果と１回後の第２の計数期間の計数結果とから
速度の第３の候補値と距離の第３の候補値とを算出すると共に、これらの第３の候補値を
算出した第１の計数期間と同時刻の第２の計数結果の計数結果と前記第３の候補値を算出
した第２の計数期間と同時刻の第１の計数期間の計数結果とから速度の第４の候補値と距
離の第４の候補値とを算出し、
　前記状態判定手段は、前記速度の第１の候補値と第２の候補値とが略等しい場合、前記
測定対象が微小変位状態にあると判定し、前記速度の第３の候補値と第４の候補値とが略
等しい場合、前記測定対象が変位状態にあると判定することを特徴とする距離・速度計。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の距離・速度計において、
　前記計数手段は、
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　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる前記干渉波形の数を、前記第１、第２の
受光器の出力信号の各々について数えるカウンタと、
　前記干渉波形の数を数える計数期間中の前記干渉波形の周期を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について前記干渉波形が入力される度に測定する周期測定手段と、
　この周期測定手段の測定結果から前記計数期間中の干渉波形の周期の度数分布を、前記
第１、第２の受光器の出力信号の各々について作成する度数分布作成手段と、
　前記度数分布から前記干渉波形の周期の中央値を、前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する中央値算出手段と、
　前記度数分布から、前記中央値の第１の所定数倍以下である階級の度数の総和Ｎｓと、
前記中央値の第２の所定数倍以上である階級の度数の総和Ｎｗとを求め、これらの度数Ｎ
ｓとＮｗに基づいて前記カウンタの計数結果を、前記第１、第２の受光器の出力信号の各
々について補正する補正値算出手段と、
　前記周期測定手段の測定結果から前記干渉波形の周期の総和を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について算出する周期和算出手段と、
　前記補正値算出手段で補正された計数結果と前記周期和算出手段で算出された周期の総
和とから、単位時間当たりの前記干渉波形の数を前記第１、第２の受光器の出力信号の各
々について算出する個数算出手段とからなることを特徴とする距離・速度計。
【請求項５】
　請求項１又は２に記載の距離・速度計において、
　前記計数手段は、
　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる一定個数の前記干渉波形の周期を、前記
第１、第２の受光器の出力信号の各々について前記干渉波形が入力される度に測定する周
期測定手段と、
　この周期測定手段の測定結果から前記干渉波形の周期の度数分布を、前記第１、第２の
受光器の出力信号の各々について作成する度数分布作成手段と、
　前記度数分布から前記干渉波形の周期の中央値を、前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する中央値算出手段と、
　前記度数分布から、前記中央値の第１の所定数倍以下である階級の度数の総和Ｎｓと、
前記中央値の第２の所定数倍以上である階級の度数の総和Ｎｗとを求め、これらの度数Ｎ
ｓとＮｗに基づいて前記一定個数を、前記第１、第２の受光器の出力信号の各々について
補正する補正値算出手段と、
　前記周期測定手段の測定結果から前記干渉波形の周期の総和を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について算出する周期和算出手段と、
　前記補正値算出手段で補正された干渉波形の数と前記周期和算出手段で算出された周期
の総和とから、単位時間当たりの前記干渉波形の数を前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する個数算出手段とからなることを特徴とする距離・速度計。
【請求項６】
 半導体レーザを用いて測定対象にレーザ光を放射する距離・速度計測方法において、
　少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在するように第１の
半導体レーザを動作させる第１の発振手順と、
　前記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように第２の半導体レーザを動作
させる第２の発振手順と、
　前記第１の半導体レーザから放射された第１のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象
からの戻り光とを電気信号に変換する第１の受光器の出力信号に含まれる、前記第１のレ
ーザ光とその戻り光とによって生じる干渉波形の数を数えると共に、前記第２の半導体レ
ーザから放射された第２のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象からの戻り光とを電気
信号に変換する第２の受光器の出力信号に含まれる、前記第２のレーザ光とその戻り光と
によって生じる干渉波形の数を数える計数手順と、
　前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手順の計数
結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演
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算手順とを備え、
　前記計数手順は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の
半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に
含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期
間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザ
に対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手順からなり、
　前記演算手順は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記
計数手順の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候
補値とを算出する距離・速度算出手順と、この距離・速度算出手順で算出された速度の候
補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手順と、この状態判定手順の判定
結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定す
る距離・速度確定手順とからなることを特徴とする距離・速度計測方法。
【請求項７】
 半導体レーザを用いて測定対象にレーザ光を放射する距離・速度計測方法において、
　少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在するように第１の
半導体レーザを動作させる第１の発振手順と、
　前記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように第２の半導体レーザを動作
させる第２の発振手順と、
　前記第１の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第１の受光器の出力信号に含ま
れる、前記第１の半導体レーザから放射された第１のレーザ光とこのレーザ光の前記測定
対象からの戻り光との自己結合効果によって生じる干渉波形の数を数えると共に、前記第
２の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第２の受光器の出力信号に含まれる、前
記第２の半導体レーザから放射された第２のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象から
の戻り光との自己結合効果によって生じる干渉波形の数を数える計数手順と、
　前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手順の計数
結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演
算手順とを備え、
　前記計数手順は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の
半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に
含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期
間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザ
に対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手順からなり、
　前記演算手順は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記
計数手順の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候
補値とを算出する距離・速度算出手順と、この距離・速度算出手順で算出された速度の候
補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手順と、この状態判定手順の判定
結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定す
る距離・速度確定手順とからなることを特徴とする距離・速度計測方法。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載の距離・速度計測方法において、
　前記距離・速度算出手順は、前記測定対象が微小変位状態にあると仮定した場合につい
て第１の計数期間の計数結果と１回後の第２の計数期間の計数結果とから速度の第１の候
補値と距離の第１の候補値とを算出すると共に、これらの第１の候補値を算出した第１の
計数期間と同時刻の第２の計数結果の計数結果と前記第１の候補値を算出した第２の計数
期間と同時刻の第１の計数期間の計数結果とから速度の第２の候補値と距離の第２の候補
値とを算出し、前記測定対象が前記微小変位状態よりも動きが急な変位状態にあると仮定
した場合について第１の計数期間の計数結果と１回後の第２の計数期間の計数結果とから
速度の第３の候補値と距離の第３の候補値とを算出すると共に、これらの第３の候補値を
算出した第１の計数期間と同時刻の第２の計数結果の計数結果と前記第３の候補値を算出
した第２の計数期間と同時刻の第１の計数期間の計数結果とから速度の第４の候補値と距
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離の第４の候補値とを算出し、
　前記状態判定手順は、前記速度の第１の候補値と第２の候補値とが略等しい場合、前記
測定対象が微小変位状態にあると判定し、前記速度の第３の候補値と第４の候補値とが略
等しい場合、前記測定対象が変位状態にあると判定することを特徴とする距離・速度計測
方法。
【請求項９】
　請求項６又は７に記載の距離・速度計測方法において、
　前記計数手順は、
　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる前記干渉波形の数を、前記第１、第２の
受光器の出力信号の各々について数える干渉波形カウント手順と、
　前記干渉波形の数を数える計数期間中の前記干渉波形の周期を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について前記干渉波形が入力される度に測定する周期測定手順と、
　この周期測定手順の測定結果から前記計数期間中の干渉波形の周期の度数分布を、前記
第１、第２の受光器の出力信号の各々について作成する度数分布作成手順と、
　前記度数分布から前記干渉波形の周期の中央値を、前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する中央値算出手順と、
　前記度数分布から、前記中央値の第１の所定数倍以下である階級の度数の総和Ｎｓと、
前記中央値の第２の所定数倍以上である階級の度数の総和Ｎｗとを求め、これらの度数Ｎ
ｓとＮｗに基づいて前記干渉波形カウント手順の計数結果を、前記第１、第２の受光器の
出力信号の各々について補正する補正値算出手順と、
　前記周期測定手順の測定結果から前記干渉波形の周期の総和を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について算出する周期和算出手順と、
　前記補正値算出手順で補正された計数結果と前記周期和算出手順で算出された周期の総
和とから、単位時間当たりの前記干渉波形の数を前記第１、第２の受光器の出力信号の各
々について算出する個数算出手順とからなることを特徴とする距離・速度計測方法。
【請求項１０】
　請求項６又は７に記載の距離・速度計測方法において、
　前記計数手順は、
　前記第１、第２の受光器の出力信号に含まれる一定個数の前記干渉波形の周期を、前記
第１、第２の受光器の出力信号の各々について前記干渉波形が入力される度に測定する周
期測定手順と、
　この周期測定手順の測定結果から前記干渉波形の周期の度数分布を、前記第１、第２の
受光器の出力信号の各々について作成する度数分布作成手順と、
　前記度数分布から前記干渉波形の周期の中央値を、前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する中央値算出手順と、
　前記度数分布から、前記中央値の第１の所定数倍以下である階級の度数の総和Ｎｓと、
前記中央値の第２の所定数倍以上である階級の度数の総和Ｎｗとを求め、これらの度数Ｎ
ｓとＮｗに基づいて前記一定個数を、前記第１、第２の受光器の出力信号の各々について
補正する補正値算出手順と、
　前記周期測定手順の測定結果から前記干渉波形の周期の総和を、前記第１、第２の受光
器の出力信号の各々について算出する周期和算出手順と、
　前記補正値算出手順で補正された干渉波形の数と前記周期和算出手順で算出された周期
の総和とから、単位時間当たりの前記干渉波形の数を前記第１、第２の受光器の出力信号
の各々について算出する個数算出手順とからなることを特徴とする距離・速度計測方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
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　本発明の距離・速度計は、測定対象に第１のレーザ光を放射する第１の半導体レーザと
、前記測定対象に前記第１のレーザ光と平行に第２のレーザ光を放射する第２の半導体レ
ーザと、少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在するように
前記第１の半導体レーザを動作させる第１のレーザドライバと、前記第１の半導体レーザ
と発振波長の増減が逆になるように前記第２の半導体レーザを動作させる第２のレーザド
ライバと、前記第１のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象からの戻り光とを電気信号
に変換する第１の受光器と、前記第２のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象からの戻
り光とを電気信号に変換する第２の受光器と、前記第１、第２の受光器の出力信号に含ま
れる、前記第１、第２のレーザ光とその戻り光とによって生じる干渉波形の数を、前記第
１、第２の受光器の出力信号の各々について数える計数手段と、前記第１、第２の半導体
レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手段の計数結果とから前記測定対象と
の距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演算手段とを有し、前記計数
手段は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の半導体レー
ザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に含まれる干
渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期間において
、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザに対応する
受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手段からなり、前記演算手段は、前記
第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記計数手段の計数結果に基
づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候補値とを算出する距離・
速度算出手段と、この距離・速度算出手段で算出された速度の候補値に基づいて前記測定
対象の状態を判定する状態判定手段と、この状態判定手段の判定結果に基づいて前記測定
対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定する距離・速度確定手段と
からなることを特徴とするものである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　また、本発明の距離・速度計は、測定対象に第１のレーザ光を放射する第１の半導体レ
ーザと、前記測定対象に前記第１のレーザ光と平行に第２のレーザ光を放射する第２の半
導体レーザと、少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発振期間が繰り返し存在する
ように前記第１の半導体レーザを動作させる第１のレーザドライバと、前記第１の半導体
レーザと発振波長の増減が逆になるように前記第２の半導体レーザを動作させる第２のレ
ーザドライバと、前記第１の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第１の受光器と
、前記第２の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第２の受光器と、前記第１、第
２の受光器の出力信号に含まれる、前記第１、第２のレーザ光とその戻り光との自己結合
効果によって生じる干渉波形の数を、前記第１、第２の受光器の出力信号の各々について
数える計数手段と、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前
記計数手段の計数結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも
一方を算出する演算手段とを有し、前記計数手段は、前記発振期間よりも短い第１の計数
期間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レー
ザに対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計
数期間と同じ時刻の第２の計数期間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振
波長が減少している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を
求める手段からなり、前記演算手段は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と
最大発振波長と前記計数手段の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記
測定対象の速度の候補値とを算出する距離・速度算出手段と、この距離・速度算出手段で
算出された速度の候補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手段と、この
状態判定手段の判定結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少な
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くとも一方を確定する距離・速度確定手段とからなることを特徴とするものである。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００２９】
　また、本発明の距離・速度計測方法は、少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発
振期間が繰り返し存在するように第１の半導体レーザを動作させる第１の発振手順と、前
記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように第２の半導体レーザを動作させ
る第２の発振手順と、前記第１の半導体レーザから放射された第１のレーザ光とこのレー
ザ光の前記測定対象からの戻り光とを電気信号に変換する第１の受光器の出力信号に含ま
れる、前記第１のレーザ光とその戻り光とによって生じる干渉波形の数を数えると共に、
前記第２の半導体レーザから放射された第２のレーザ光とこのレーザ光の前記測定対象か
らの戻り光とを電気信号に変換する第２の受光器の出力信号に含まれる、前記第２のレー
ザ光とその戻り光とによって生じる干渉波形の数を数える計数手順と、前記第１、第２の
半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手順の計数結果とから前記測定
対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出する演算手順とを備え、前
記計数手順は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間において、前記第１、第２の半導
体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に含ま
れる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同じ時刻の第２の計数期間に
おいて、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少している半導体レーザに対
応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手順からなり、前記演算手順は
、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波長と前記計数手順の計数結
果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の速度の候補値とを算出する
距離・速度算出手順と、この距離・速度算出手順で算出された速度の候補値に基づいて前
記測定対象の状態を判定する状態判定手順と、この状態判定手順の判定結果に基づいて前
記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を確定する距離・速度確定
手順とからなることを特徴とするものである。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３０】
　また、本発明の距離・速度計測方法は、少なくとも発振波長が連続的に単調増加する発
振期間が繰り返し存在するように第１の半導体レーザを動作させる第１の発振手順と、前
記第１の半導体レーザと発振波長の増減が逆になるように第２の半導体レーザを動作させ
る第２の発振手順と、前記第１の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第１の受光
器の出力信号に含まれる、前記第１の半導体レーザから放射された第１のレーザ光とこの
レーザ光の前記測定対象からの戻り光との自己結合効果によって生じる干渉波形の数を数
えると共に、前記第２の半導体レーザの光出力を電気信号に変換する第２の受光器の出力
信号に含まれる、前記第２の半導体レーザから放射された第２のレーザ光とこのレーザ光
の前記測定対象からの戻り光との自己結合効果によって生じる干渉波形の数を数える計数
手順と、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長及び最大発振波長と前記計数手順
の計数結果とから前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方を算出
する演算手順とを備え、前記計数手順は、前記発振期間よりも短い第１の計数期間におい
て、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が増加している半導体レーザに対応す
る受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求めると同時に、前記第１の計数期間と同
じ時刻の第２の計数期間において、前記第１、第２の半導体レーザのうち発振波長が減少
している半導体レーザに対応する受光器の出力信号に含まれる干渉波形の数を求める手順
からなり、前記演算手順は、前記第１、第２の半導体レーザの最小発振波長と最大発振波
長と前記計数手順の計数結果に基づいて前記測定対象との距離の候補値と前記測定対象の
速度の候補値とを算出する距離・速度算出手順と、この距離・速度算出手順で算出された
速度の候補値に基づいて前記測定対象の状態を判定する状態判定手順と、この状態判定手
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順の判定結果に基づいて前記測定対象との距離及び前記測定対象の速度の少なくとも一方
を確定する距離・速度確定手順とからなることを特徴とするものである。
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